秘密保持契約書（案）
公立大学法人横浜市立大学（以下「甲」という）と○○○○○（以下「乙」という）とは、○○○○○○○○○○○○○○○のための意見交換及び技術相談（あわせて以下「技術交流等」という）を行うことに関し、相互の知見を開示するにあたり、次のとおり契約を締結する。
（課題等）
第１条　技術交流等に係る目的は下記のとおりとする。
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
（秘密情報）
第２条「秘密情報」とは技術交流等において、相手方から開示される情報及び技術交流等遂行上知り得た相手方の技術上、学問上及び業務上の情報のうち、開示、提供の際に相手方より秘密である旨の表示がなされたものをいう。ただし、次の各号の一に該当する場合は除外する。
（1）相手方から知得する前に既に公知であったもの
（2）相手方から知得した後に自らの責によらず公知となったもの
（3）相手方から知得した前に既に自ら所有していたもので、かかる事実が立証できるもの
（4）　正当な権限を有する第三者から合法的な手段により秘密保持義務を伴うことなく取得したもの
（秘密保持）
第３条　甲及び乙は相手方より開示された秘密情報を秘密に保持し、書面による相手方の事前の同意なしに、技術交流等を行うために知る必要のある関係者以外の者に開示、遺漏してはならない。

２　　甲及び乙は、本技術交流等を行うため、第三者に相手方から開示された秘密情報を開示する必要がある場合は、事前に相手方の書面による同意を得るとともに、当該第三者に対して本契約のもとで負う同等の義務を課すものとし、その監督責任を負うものとする。

３　　甲又は乙が、技術交流等で得られた情報を学会、論文等で公表する場合には、事前に相手方の同意を得るものとする。

 ４　　第１項の規定にかかわらず、法令、判決又は命令に基づき、裁判所又は行政機関により開示を要請された場合は、甲又は乙は、必要最小限の範囲に限って秘密情報を開示することができる。
（流用禁止）
第４条　甲及び乙は、相手方から開示された秘密情報を、技術交流等の目的のためにのみ利用するものとし、その他の目的には利用してはならない。
２　　甲及び乙は、本件目的の範囲を超える目的のために秘密情報の一部または全部を複製してはならない。また、複製物は、相手方から開示された秘密情報として、本契約に従って扱われるものとする。

（成果の取得）
第５条　技術交流等において創出された発明、考案、意匠、著作、ノウハウ等一切の成果の取扱いは、甲乙協議のうえ決定するものとし、甲及び乙は、他に合意に達した規定・契約等がない限り、相手方より知得した秘密情報に基づいて、知的財産権を取得してはならない。
（不許諾）
第６条　本契約は、秘密情報の譲渡、ライセンスその他いかなる権利を許諾するものではない。
（返還）
第７条　甲及び乙は、相手方の要求があった場合、或いは本契約の終了後、相手方の要求に従い、技術交流等の過程で開示を受けた秘密情報を、相手方に返却するか、破棄するものとする。
（損害賠償）
第８条　甲及び乙は、相手方が本契約に違反した場合、それにより被った損害の賠償を相手方に請求できるものとし、詳細については、相手方と協議のうえ決定するものとする。
（有効期間）
第９条　本契約の有効期間は、本契約の締結日より１年間とするが、甲乙の事前の合意により延長又は短縮することができるものとする。

２　　前項の規定にかかわらず、本契約第３条から第５条及び第８条の規定は本契約の有効期間終了後も３年間有効に存続するものとする。
（協議解決）
第10条　本契約に定めのない事項及び解釈上疑義が生じた事項については、甲乙友好的に協議し解決する。
本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保管するものとする。
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